
マグネシウム等における消防活動阻害性等について 

 

１ はじめに 

 
国内のマグネシウム等の金属を取り扱う金属加工工場等においては、数年に 1 回の頻度で、爆発を伴

う火災事故が起きている（参考資料Ⅲ－４参照）。平成 26 年 5 月に東京都町田市で発生した作業所火災

では、8 名の負傷者が発生した他、水による消火が適さない物質火災のため、鎮圧までに長時間を要する

火災事故となった（資料Ⅲ－２、資料６）。 
このような作業所においては、金属を研磨・加工する作業の過程で粉粒状等の切削屑が生じるが、そ

の大きさ（粒径）によっては、危険物に該当し消防法により規制されるものとそうでないものとに分け

られ、そのうち、危険物に該当しないものについては、粉末の吸引・付着、発生ガスによる人体への影

響、鎮圧までに長時間を要する特徴があるなど、一定の消防活動阻害性が認められる。 
しかし、そのような性質の一部については、実験を通じた科学的な知見が得られていないのが現状で

ある。 
 そこで、危険物には該当しない大きさのマグネシウムやマグネシウム合金（以下「マグネシウム等」

という。）の切削屑等を実験試料とし、火災環境に置かれた試料が注水を受けた際の消防活動上の阻害性

を確認することを目的とした基礎実験を行い、加熱された試料の水との反応性などについて検証すると

ともに、文献調査、実態調査等を行い、火災危険性と併せて、マグネシウム等の切削屑等に一定の消防

活動阻害性が認められるか否かについて検討結果をまとめた。 
 
１－１ Mg の火災特性及び放水時の反応特性 

はじめに、各種調査等から、次のとおり Mgの火災特性及び放水時の反応特性を整理することができる。

このことを踏まえた上で、検討結果について後述することとする。 

⑴ Mg が燃焼すると、空気中の酸素との酸化反応（燃焼反応）が起こり、白色固体の MgO が生成さ

れる。（2Mg＋O2→2MgO） 
  また、その反応は、Mg 自身の燃焼熱により徐々に促進され、一定の条件下で、途中から燃焼反応

が一気に進む。 
  燃焼していなくとも、高温の Mg が水と反応し、水素が生成される。（Mg＋H2O→MgO＋H2↑、

Mg＋2H2O→Mg(OH) 2＋2H2↑） 
⑵ Mg が激しい燃焼反応を起こしている時は、空気中の窒素とも反応して Mg3N2 が生成される。（3Mg

＋N2→Mg3N2） 
  この際に、水が存在するとさらに反応が進み、MgO と共に NH3 が生成される。（Mg3N2＋3H2O

→3MgO＋2NH3↑） 
⑶ 水との接触面積が大きいほど反応が進みやすいことから、Mg の形状が粉粒体又は成形体であって

も、粒径が小さいもの又は肉薄のものほど、火災放水時における水素やアンモニアの発生量が多く

なると想定される（Mg は切削面が肉薄・鋭利なほど危険物の性質が顕著に現れ、その部分が着火し

やすくなる。）。 

資 料 Ⅲ － ３ 
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⑷ ここで水素及びアンモニアに係る危険性を整理すると、次のようになる。 
ア 水素が発生し、爆発が起こる。（爆発下限界である 4.1％を超える濃度となる場合） 
イ アンモニアが発生し、爆発が起こる。（爆発下限界である 15％を超える濃度となる場合） 
ウ アンモニアが発生し、有毒な濃度に至る。（許容濃度 25ppm 又は短時間暴露時刺激を起こす最小

濃度約 200ppm 超） 
エ アンモニアが発生し、水に溶けて毒性のある強アルカリの水溶液が発生する。 
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１－２ 消防活動の阻害要素と調査方法 
このことを踏まえ、マグネシウム等における消防活動阻害性に関する検討を進めるに当たり、その阻

害性を次の図１のとおり整理した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図１ マグネシウム等に係る火災時における主な消防活動阻害性の検討 

【減衰期（残火処理、火災調査）】 
・H2 が発生 →爆発性 

・放水により強アルカリ水溶液（NH3 水溶液）が生成 →毒性 

・水蒸気が発生 →水蒸気爆発の危険性、飛散等による延焼拡 

大危険性 

【初期（消火活動）】 
・H2 が発生 →爆発性 

・NH3 が発生 →爆発性、毒性 

・水蒸気が発生 →水蒸気爆発の危険性、飛散等 

による延焼拡大危険性 

【フラッシュオーバー期、盛期（消火活動）】 
・H2 が発生 →爆発性 
・NH3 が発生 →爆発性、毒性 
・放水により強アルカリ水溶液（NH3 水溶液）が生成 →毒性 

・水蒸気が発生 →水蒸気爆発の危険性、飛散等による延焼拡大危険性 
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次に、このような消防活動阻害性を確認するため、表１のとおり整理し、文献調査、実態調査、基礎

実験等を行った。 
 

表１ 消防活動阻害性の確認 

金属の種類 
水と反応して発

生する物質 

確認すべき 

阻害性の種類 
確認方法 主に確認する事項 

マグネシウム粉（危険

物として指定されるもの

を除く） 

水素 爆発性 
基礎実験 

補足実験 
ガスの濃度 

アンモニア 

（燃焼時） 

爆発性 
基礎実験 

補足実験 
ガスの濃度 

毒性※ 基礎実験 水溶液の濃度（pH） 

 

水反応性（発熱性） 

基礎実験 

補足実験 

現象、温度、水溶液の濃度

（pH）等 

文献 化学反応の種類等 

水蒸気爆発による危険

性、飛散による延焼拡大

危険性 

基礎実験 水蒸気の発生状況、飛散等の現象 

アルミニウム粉、チタン

粉等の金属粉（危険物

として指定されるものを

除く） 

水素 爆発性等 
文献 

補足実験 
化学反応の種類等 

※消防法令より、既に消防活動阻害物質（指定数量 200kg）として指定されている。 

 

 次に、文献調査、実態調査等の結果を踏まえた上で、マグネシウム等の消防活動阻害性、注水方法の

違いによる危険性、形状による危険性等について、以下のとおりまとめた。 
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２ 消防活動阻害性 

２－１ 消防活動阻害物質に係る現状の規制 

消防活動阻害物質は、以下のとおり消防法令で指定されており、その定義によれば、「消防活動阻害物

質は火災予防又は消火活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質で政令で定めるもの」とされている。 
それらは性質上、爆発性、水反応性（発熱性）、毒性の３種類大きく分類することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 消防活動阻害性 

消防活動阻害物質については、前述のとおり、消防法第９条の３に基づきその届出が義務づけられて

おり、危険物の規制に関する政令第１条の 10 により届出を要する物質が指定されている。 
危険物に該当しない大きさのマグネシウム等については、消防法令により規制されないものの、消防

隊の注水による水と反応することにより、爆発性のある可燃性発生ガスが発生するなど、一定の消防活

動阻害性が認められる。しかし、そのように水との化学反応を起こして生じる上述のような性質につい

ては検討の余地があり、また、実験を通じた科学的な知見が得られていない現状がある。今回行った基

礎実験については、そのような性質を確認した（参考資料Ⅲ－５及びⅢ－６参照）。 
なお、この基礎実験では、試料として主に危険物に該当しない大きさのマグネシウム等を使用した。

また、加熱した試料に水を接触させたときに起こる現象、温度変化の記録（参考資料Ⅲ－５、実験１）、

発生ガスの定性及び定量（参考資料Ⅲ－５、実験２）を行った。 
 

２－２－１ 温度（発熱量）の上昇 

基礎実験の実験１において、加熱温度を 200℃としたときの温度変化ついて、その結果を参考資料Ⅲ－

６にまとめた。 

そのうち、図２－１に、試料№①（Mg 合金、2.0mm×2.0mm×2.0mm）について、加熱温度 200℃
で 直状水を投下したときの温度変化を、図２－２に、試料№①について、加熱温度 200℃で 噴霧水を投

下したときの温度変化をそれぞれ示す。 

消防法 
第 9 条の 3  圧縮アセチレンガス、液化石油ガスその他の火災予防又は消火活動に重大な支障を生ずるおそれのあ

る物質で政令で定めるものを貯蔵し、又は取り扱う者は、あらかじめ、その旨を所轄消防長又は消防署長に届け出

なければならない。ただし、船舶、自動車、航空機、鉄道又は軌道により貯蔵し、又は取り扱う場合その他政令で

定める場合は、この限りでない。  
２ 前項の規定は、同項の貯蔵又は取扱いを廃止する場合について準用する。 
 
危険物の規制に関する政令 
（届出を要する物質の指定）  
第 1 条の 10  法第 9 条の 3 第 1 項 （同条第 2 項 において準用する場合を含む。）の政令で定める物質は、次の各

号に掲げる物質で当該各号に定める数量以上のものとする。  
一  圧縮アセチレンガス 40kg  【爆発性】 
二  無水硫酸 200kg  【水反応性（発熱性）】 
三  液化石油ガス 300kg 【爆発性】 
四  生石灰（酸化カルシウム八十パーセント以上を含有するものをいう。） 500kg 【水反応性（発熱性）】 
五  毒物及び劇物取締法 （昭和 25 年法律第 303 号）第 2 条第 1 項 に規定する毒物のうち別表第 1 の上欄に掲げ

る物質 当該物質に応じそれぞれ同表の下欄に定める数量  【毒性】 
六  毒物及び劇物取締法第 2 条第 2 項 に規定する劇物のうち別表第 2 の上欄に掲げる物質 当該物質に応じそれ

ぞれ同表の下欄に定める数量   【毒性】 

5 
 



 
 

 

 

 

   
図２－１及び図２－２共に、水を投入した後は一旦温度が急激に下がるが、その後温度上昇が見られ

る。 
また、直状水では温度上昇が一定程度に抑えられているものの、噴霧水では水投入後しばらく約 100℃

を保った後、急激な温度上昇があり、1,200℃以上の高温に達していることが分かる（図２－２）。 
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図２－１ 加熱温度200℃で試料№① Mg合金（2.0×2.0×2.0） 直状水を投下し

たときの温度変化 
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図２－２ 加熱温度200℃で試料№① Mg合金（2.0×2.0×2.0） 噴霧水を投下し

たときの温度変化 
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このことから、約 200℃に加熱した試料では、直状水と比較して噴霧水の方が、マグネシウム等の燃焼

が促進される傾向があると言える。また、噴霧水では、燃焼が促進された結果、激しい燃焼現象が見ら

れたことから、一定の条件においては、激しい燃焼を伴う酸化反応に至ると言うことができる。 
ここで、本実験の実験１の結果について表２－１に示す。また、試料及び注水の種類ごとの時間に対

する温度変化を図２－３から２－６に示す。 
 

表２－１ 実験１における現象の観察結果等 

試料№ 試料の種類と加熱温度 注水の種類 現象の観察結果 最高到達温度（℃） 

① 
Mg 合金 2.0×2.0×2.0 直状 燃焼を伴う発熱反応 303.6 

約 400℃ 噴霧 激しい燃焼を伴う発熱反応 1211.5 

② 
Mg 合金 2.5×2.5×2.5 直状 燃焼を伴う発熱反応 99.9 

約 400℃ 噴霧 激しい燃焼を伴う発熱反応 1350.4 

③ 
Mg 合金 3.0×3.0×3.0 直状 燃焼を伴う発熱反応 99.7 

約 400℃ 噴霧 激しい燃焼を伴う発熱反応 1366.5 

④ 
Mg 合金 0.5×10.0×10.0 直状 燃焼を伴う発熱反応 332.6 

約 400℃ 噴霧 激しい燃焼を伴う発熱反応 1230.9 

⑤ 
Mg 合金 1.0×10.0×10.0 直状 燃焼を伴う発熱反応 99.8 

約 400℃ 噴霧 激しい燃焼を伴う発熱反応 1198.7 

⑥ 
Mg 粉末 直状 燃焼を伴う発熱反応 346.8 

約 400℃ 噴霧 激しい燃焼を伴う発熱反応 1097.4 

⑦ 
Mg リボン 直状 燃焼を伴う発熱反応 165.9 

約 400℃ 噴霧 激しい燃焼を伴う発熱反応 1271.1 

⑧ 
Mg 合金インゴット 

直状・噴霧 激しい水の蒸発 
368.8 

約 370℃ ※注水直前の温度 
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図２－３ 加熱温度400℃で試料№① Mg合金（2.0×2.0×2.0） 直状水を投下し

たときの温度変化 
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図２－４ 加熱温度400℃で試料№④ Mg合金（0.5×10.0×10.0） 直状水を投下

したときの温度変化 

水投入 
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これらの結果から、約 400℃に加熱した試料でも、前述と同様に、直状水であれ噴霧水であれ、投入後

に一定程度の温度上昇が見られ、直状水と比較して噴霧水の方が、マグネシウム等の燃焼が促進される

傾向があると言える。また、噴霧水では、燃焼が促進された結果、激しい燃焼現象が見られたことから、

一定の条件において噴霧水は、激しい燃焼を伴うマグネシウム等の酸化反応に至ると言うことができる。 
なお、本実験の前に実施した予備実験においても、同様の傾向が見られた（参考資料Ⅲ－６）。 

 また、今回の基礎実験では熱流束の測定を行っていないが、マグネシウムの燃焼に伴う熱流速につい

ては文献（付属資料Ⅲ－１）のとおりであり、輻射熱の影響は、消防活動上想定される範囲内であると
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図２－５ 加熱温度400℃で試料№① Mg合金（2.0×2.0×2.0）噴霧水を投下した

ときの温度変化 
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図２－６ 加熱温度400℃で試料№④ Mg合金（0.5×10.0×10.0） 噴霧水を投入

したときの温度変化 
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考えられる。 
 

２－２－２ 水素の発生 

実験２においては、加熱された金属と水とが化学反応を起こし、発生する水素の定量分析を行った。

なお、定性分析の結果では、水素以外の成分は検出されなかった。 
実験２における発生水素濃度を、表２－２に示す。 

 
表２－２ 実験２における発生水素濃度一覧 

試料№ 試料の種類（mm） 
水素濃度 

（％） 

100 ㎡の作業所で水素 

濃度が 4％に達する 

試料量（換算値）（t） 

pH 測定 

結果 
備考 

① Mg 合金 2.0×2.0×2.0 0.08 138.8  pH7 危険物 

② Mg 合金 2.5×2.5×2.5 0.12 92.5  pH7 非危険物 

③ Mg 合金 3.0×3.0×3.0 0.04 277.5  pH7 非危険物 

④ Mg 合金 0.5×10.0×10.0 0.06 184.0  pH7 非危険物 

⑤ Mg 合金 1.0×10.0×10.0 0.03 369.0  pH7 非危険物 

⑥ Mg 粉末 1.04 10.7  pH8 危険物 

⑦ Mg リボン 0.27 41.1  pH7 非危険物 

  
 この結果から、非危険物の中では、試料№⑦のマグネシウムリボンにおける水素濃度が最も高かった

ことが分かる。 
 高さ 3m、広さ 100 ㎡の作業所で、実験装置のフラスコの内容積 320ml と捕集用バッグで捕集した気

体の量を合算した量を 400ml と仮定すると、作業所の空間の大きさ 300 ㎥は合算量の 7.5×105倍である

ことから、試料№⑦のマグネシウムリボンが 3.0 ㎤又は 3.7g であること、直状水を投下したときの水素

濃度が 0.27％となることを考慮すると、当該作業所で水素の爆発下限界の 4％に到達する保管量は、次

のように換算することができる。 
3.0×（7.5×105）×（4.0÷0.27）＝3.32×107［㎤］＝3.32×104［L］ （換算値） 

 3.7×（7.5×105）×（4.0÷0.27）＝4.1×107［g］＝41［t］ （換算値） 
この量は、20L のペール缶 1,660 個に相当する。 
この実験結果からは、試料№⑦のマグネシウムリボンについては、100 ㎡の作業所で 20L のペール缶

1,660 個分又は 41t が保管されている場合に、爆発危険性があるということができる。 
よって、このことから、作業所の床、作業台等に置かれた切削屑が加熱された状態であって、水との

反応により水素が発生する場合でも、その発生量は水素の爆発下限界に達しないと考えられ、通常の作

業所における爆発危険性は低いと考えられる。 
一方、試料№⑦のマグネシウムリボンが 20L のペール缶 1 缶に保管されている場合、水素の爆発下限

界の 4％に到達する空間の大きさは、次のように求められる。 
0.27×320×10-3×（20÷（3×10-3））×（100÷4）＝ 14,400［L］＝14.4［㎥］ 
よって、このことから、高さ 3m、広さ 4 ㎡の内容積 12 ㎥の空間では、水素ガスの爆発危険性がある
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と言えるが、現実的にはそのような作業所は考えにくいと考えられる。 
なお、水素の最着火エネルギーは、メタンやエタン等の他の可燃性ガスと比較して 0.019mJ※と低く、

酸素不足の環境でも爆発しやすいと言えることから、消防活動上は特に注意を要する。 
※新井 充・佐藤 吉信・高木 伸夫・野口 和彦・岩倉 正英、「実践・安全工学 シリーズ１ 物質安全の基礎」、2012年 7月 

 北川 徹三、「化学安全工学」、昭和 45年 2月 
 
一方、実験１において、試料から高さ約 160～170cm の位置に、水素ガスが 100ppm で鳴動する水素

濃度計、水素ガスが 20％LEL で鳴動するガス測定器を設置したが鳴動することはなく、記録された数値

も 0％LEL を維持していた。 
 
また、注水量や試料量を変化させた実験については未実施であるため、今後、それらの違いによる水

素濃度の変化を、実験的に確認する必要があると考えられる。 
 

 以上から、 
加熱されたマグネシウムに水をかけると、マグネシウムと水との反応が進むことにより水素ガスが発

生するが、火災環境において未燃焼の水素ガスが存在する場合でも、爆発に至る危険性は低いと考えら

れることから、この点においては、消防活動阻害物質として指定することは適当ではないと考えられる。 

 
 また、マグネシウムと比較するため、一定の条件※において、マグネシウム以外の金属としてアルミニ

ウム及びチタニウムの水との反応性について簡易的に補足実験を行った（参考資料Ⅲ－６）。その結果は、

表２－３のとおりとなり、反応速度定数に大きな差はなく、熱水との反応性と水素の発生量に関しては、

金属間に大きな差は見られなかった。 
※今回の補足実験では、気体の流量測定の代わりに、水素濃度計における測定プローブ内の気体が１分ごとに入れ替わる

ものと仮定した。 

 

表２－３ 熱水と金属との反応に関する反応速度定数等 

No. 種類（mm） 反応速度定数（1/min） 水素発生量（mL/g） 備考 

1 Mg 合金 0.5×1.0×1.0 0.21 0.101 非危険物 

2 Mg 合金 3.0×3.0×3.0 0.10 0.215 非危険物 

3 Al 約 0.5×1.0×1.0 0.19 0.838 非危険物 

4 Al 粉（約 0.5～1.0） 0.21 1.269 非危険物 

5 Ti 粉（0.84 以下） - 0 非危険物 

 
 この結果から、マグネシウム以外の金属（アルミニウム粉・板及びチタニウム粉）に関して、マグネ

シウム等と同様に水との反応性を確認する必要性は低いと言える。 
 
２－２－３ アンモニアの発生 

アンモニアは水によく溶解するため、実験１では主に、実験後の臭気の有無及びリトマス試験紙を使

用し、注水した水の pH 濃度を測定するとともに、臭気等によりその有無を判断した。表２－４に、実験
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１におけるアンモニアガス測定等の結果一覧を示す。なお、試料から高さ約 160～170cm の位置に、ア

ンモニアガスが 20ppm で鳴動するガス測定器を設置したが鳴動することはなく、記録された数値も最大

で約 3ppm 程度であった。 
 
また、実験２についても、注水した水の pH 濃度を測定した。その結果は前述の表２－２のとおりであ

る。 
 

表２－４ 実験１におけるアンモニアガス測定等の結果一覧 

試料№ 試料の種類（mm） 注水の種類 ｱﾝﾓﾆｱ臭気 pH 測定結果 測定器鳴動 

① Mg 合金 2.0×2.0×2.0 
直状 なし pH8～10 なし 

噴霧 なし pH9～11 なし 

② Mg 合金 2.5×2.5×2.5 
直状 なし pH8～10 なし 

噴霧 なし pH9～11 なし 

③ Mg 合金 3.0×3.0×3.0 
直状 なし pH8～10 なし 

噴霧 なし pH9～11 なし 

④ Mg 合金 0.5×10.0×10.0 
直状 なし pH8～10 なし 

噴霧 なし pH9～11 なし 

⑤ Mg 合金 1.0×10.0×10.0 
直状 なし pH8～10 なし 

噴霧 なし pH9～11 なし 

⑥ Mg 粉末 
直状 なし pH8～10 なし 

噴霧 なし pH9～11 なし 

⑦ Mg リボン 
直状 なし pH8～10 なし 

噴霧 なし pH9～11 なし 

⑧ Mg 合金インゴット 直状・噴霧 なし - なし 

 
 以上から、 

加熱されたマグネシウムに水をかけると、マグネシウムと水との反応が進むなどして火炎を伴う燃焼

反応が起きる場合が認められ、アンモニアガスが発生することが予想されるが、火災環境において未燃

焼のアンモニアガスが存在する場合でも、注水した水に溶け込むため、爆発に至る危険性は低いと考え

られる。また、水に溶け込んだアンモニアは強アルカリの水溶液となるが、消防装備も鑑みると、消防

活動上想定される範囲内であると考えられる。 
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３ 注水方法の違いによる危険性 

３－１ 注水時に見られる現象 

 試料の種類ごとに確認された現象（代表例）を表３－１に、注水の種類ごとに確認された現象（代表

例）を表３－２にそれぞれ示す。また、それらに関連した時間に対する温度変化を、図３－１及び３－

２に示す。 
 

表３－１ 試料の種類ごとに確認された現象（代表例） 

時期 ①Mg 合金 2.0×2.0×2.0 直状水 ②Mg 合金 0.5×10.0×10.0 直状水 

A 加熱開始 

  

B 注水直前 

  

C注水直後 

  

D 注水中 
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E 消火後 

  

 

 

 
表３－２ 注水の種類ごとに確認された現象（代表例） 

時期 ①Mg 合金 2.0×2.0×2.0 直状水 ①Mg 合金 2.0×2.0×2.0 噴霧水 

A 加熱開始 
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時間（秒） 
図３－１ 加熱温度400℃で試料№① Mg合金（2.0×2.0×2.0） 直状水を投下し

たときの温度変化 

水投入 
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B 
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D E 
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B 注水直前 

  

C注水直後 

  

D 注水中 

  

E 消火後 
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試料や注水の種類ごとに確認された現象について、次のように整理した。なお、試料の飛散状況等の

詳細については後述する。 
・インゴットを除く各試料の鋭利な部分において、着火と消火が繰り返し起きる現象が確認された。 
・直状水は噴霧水に比べて、試料が飛散する現象が確認された。 
・噴霧水では、発熱速度が放熱速度を上回る現象が確認された。一方、直状水では、放熱速度が発熱

速度を上回ったままである現象が確認された。 
・粉粒体の方が、成形体より激しく燃焼する傾向が見られた。 
・約 370℃に加熱したインゴットへの注水では、微量の白色粉末が確認されたものの、水の急激な気化

は確認されたものの、水蒸気爆発などの特異な現象は確認されなかった。 
 
このことから、次のようなことが言える。 
・角の部分や切削面で鋭利な形状をしている部分は、熱が逃げにくいため、着火危険性が高い。 
・大量の水は冷却効果が期待できる。一方、直状水の場合はマグネシウムが飛散することよる延焼拡

大危険性があると言える。 
・マグネシウムと水との反応により生じる熱が、遅れて生じるマグネシウムの激しい酸化反応に関与

していると考えられ、発熱速度が放熱速度を上回った結果激しい燃焼反応に至るものと考えられる。

噴霧水では、直状水と比較して、冷却効果が期待できない一方、マグネシウムが水と接しやすく、マ

グネシウムと水との反応が進みやすいと考えられる。よって、そのような一定の条件下のおいては、

噴霧水は消火効果が期待できないと考えられる。 
 
３－２ 直状水と噴霧水 

実験１によって、加熱したマグネシウムに注水を行った場合、温度、発熱量等に以下の変化が見られ
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時間（秒） 
図３－２ 試料№④ Mg合金（0.5×10.0×10.0）噴霧水を投下したときの温度変化 

A 
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B 
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た。表３－３に、実験１における直状水及び噴霧水の残渣物の状態を示す。 
 

表３－３ 実験１における直状水の残渣物の状態 

試料№ 直状水における残渣物の状態 噴霧水における残渣物の状態 

① 

  

② 

  

③ 

 
 

④ 
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⑤ 

  

⑥ 

  

⑦ 

 
 

⑧ 
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写真３－１ 表３－３の試料№⑦の拡大写真 

 
噴霧水では、試料のほとんどが燃焼し白色の粉末が残った。一方、直状水では、水により冷却され

た試料の一部が中心付近に残り、周囲には白色の粉末が残った。また、試料が飛散する現象が見られ

た。このことから、 
・直状水では、水の勢いと急激な気化により、試料が飛散しやすいことが考えられ、延焼拡大危険性

があると言える。 
・直状水では、急な冷却が試料の酸化反応を減速させ、その結果、放熱速度が発熱速度を上回り燃焼

に至らなかったこと、燃焼している周囲の試料から延焼しなかったことが考えられる。 
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４ 形状による危険性について 

４－１ マグネシウム（危険物）に係る現状の規制 

マグネシウムについては、消防法第２条に基づき、「別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表に定める

区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有するもの（危険物の規制に関する規則第１条の３に規定する

品名から除外されるものを除く）」の場合、消防法令上の危険物（可燃性固体）に該当する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

４－２ マグネシウム等の危険性 

危険物に該当するマグネシウムについては、以下の危険性が指摘されている。 
・表面積が大きいほど、反応性が高い。 
・形状が小さいほど、着火しやすい。また、鋭利な部分は着火しやすい。 
・粉じん爆発の危険性がある。 
 

表４－１ 粉塵爆発の最小発火エネルギー等 

粉塵（200 メッシ

ュ以下） 

発火温度 

（℃） 

最小発火エネル

ギー（10-3J） 

下限界 

（g/m3） 

最大爆発圧力 

（kg/cm2） 

圧力上昇率 

（kg/cm2/s） 

平均 最大 

チタン 330 10 45 5.6 239 703 

アルミニウム 640 15 40 6.3 246 703 

マグネシウム 520 40 20 6.6 211 703 

亜鉛 600 650 480 3.5 42 123 

※北川 徹三、「化学安全工学」、日刊工業新聞、昭和 45年 2月    

 
４－３ 実験等による危険性の確認 

マグネシウムの切削行程で発生する切削屑については、電子顕微鏡等により、以下の特徴が確認された

（参考資料Ⅲ－５）。 
 
・切削面には孔等があるため、比較的表面積が大きい。 
・切削屑では、波上の凹凸や縞模様等が確認されるため、比較的表面積が大きい。 
・切削屑では、切断部分に鋭利な箇所が見られた。 
 
 

消防法 
第２条 この法律の用語は左の例による。  
７ 危険物とは、別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性

状を有するものをいう。  
 
危険物の規制に関する規則 
第１条の３ 
３  法別表第一備考第六号の形状等を勘案して総務省令で定めるものは、次のものとする。  

一  目開きが２ミリメートルの網ふるいを通過しない塊状のもの  
二  直径が２ミリメートル以上の棒状のもの 
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以上から、形状の点においては、 

・比較的表面積が大きい切削面は水との接触する面積も大きく、注水による水と反応しやすいと考えら

れる。波上の凹凸や縞模様等が確認される切削屑についても同様に言える。 
・切削屑では、切断部分に鋭利な箇所が見られたことから、前述のとおり他の部分と比較して着火危険

性が高いと言える。 
 

４－４ 小ガス炎着火試験による危険性の確認 

試料№①～⑦及び実際の切削屑を使用して、消防法令に規定する小ガス炎着火試験を行い、着火のし

やすさを確認した。その結果、表４－２のとおり全ての試料について不着火となった（参考資料№Ⅲ－

６）。 
 

表４－２ 試料№①～⑦における小ガス炎着火試験の結果 

試料№ 着火の有無 

① 不着火 

② 不着火 

③ 不着火 

④ 不着火 

⑤ 不着火 

⑥ 不着火 

⑦ 不着火 

 
  

写真４－１ 実際の切削屑の電子顕微鏡による

拡大写真 

写真４－２ 試料№④（切削部分）の電子顕微鏡 

による拡大写真 
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